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背景 

中国財政部関税司（国務院関税税則委員会）は毎年、中国輸出入商品の関税税目、関税税率などに対して税政調査を行い、国務院関税税

則委員会による審議と承認を経て「中華人民共和国輸出入税則」を改正する。改正内容は主に関税に関わる暫定関税率、最恵国税率、並びに一

部の税則、税目、注釈の調整を含む。 

 

国務院関税税則委員会は 2022年 12月 28日付「2023年関税調整案」を公布し、新たな関税率が 2023年 1月 1日から適用される。調整後

の中国の全体の関税率は、2022年の 7.4％から 7.3％に引き下げられることとなった。 

 
 

税政調査における暫定関税率の適用 

世界貿易機関（WTO）加盟後、中国は重要なエネルギー・資源製品、農業生産資材、基礎工業原料、先端技術設備と主要部品、国民の日常

生活に関わる一部の商品の輸入関税率の引き下げに注力し、現行関税率制度を補充するものとして暫定関税率を導入している。 

 

国務院関税税則委員会および財政部税政司は税政調査制度を通じて、暫定関税率の適用範囲などを調整することにより、現行の関税及び関連す

る輸出入税制・貿易政策に不合理な設定を発見し、科学技術進歩、産業発展、社会発展といった国の需要に合わせて関税を調整しつつある。 

 

一方、国の需要に沿って、かつ輸出入政策に合理的な要求を持つ企業は、税関、財務、税務、商務部、業界団体などと積極的にコミュニケーションを

とり、自社の発展に役立つ特定商品に関わる暫定低減関税率を適用するための税政調査を中国当局に提起することができる。 

 
 

税政調査の注目点 

輸入暫定関税率の調整方向としては、主に下記の内容が注目されている。 

• 民生改善：国民の日常生活と密接な関係があり、国内生産では需要が満たせていない商品 

• 科学技術革新：先進的な技術設備、重要部品とエネルギー原材料 

• 健康と環境保護：国民の健康（薬品／医療設備）、省エネ環境保護、新エネルギー利用の促進 

• 実体経済の発展促進：企業の輸出競争力向上、経済貿易摩擦諸問題に影響が大きい製品 

• 税目構造調整を完備：税則税目の最適化、監督管理と業界発展に対するバランス 

例えば「2023 年関税調整案」の中で、1020 項目の商品に対して最恵国税率を下回る輸入暫定関税率を適用することとなった。その中で主な調整

項目としては、国民の日常生活と密接な関係がある薬品・医療機器・消費財などの商品が挙げられ、抗がん剤の原料をはじめとする一部の医薬・医

療製品、小型家電製品、スキー用具などの消費財が含まれている。 

 

中国の税政調査制度及び暫定関税率申請について 

 

2023年 6月 
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税政調査の申請プロセス 

暫定税率を含む税則の最終調整は国務院関税税則委員会が担当しているが、関税税政調査は税則委員会が決断するにあたって重要な参考事

項であり、最後の関税調整結果に大きな影響を与える。毎年税政調査実施のタイムラインは下記の通りである。 

 

 

（出所）資料を基に執筆者作成 

 

民営企業は、特定商品の暫定低減税率などの適用を希望する場合、上記のタイムラインに合わせて、財政部門、税務部門、税関、商務部問、業界

団体などの政府部門または団体を通じて税政調査を申請することができる。 

 

KPMGの所見 

毎年実施される税政調査は、中国当局が関税制度に関わる国民の意見を尋ねるにあたって良いルートである。民営企業は税政調査を申請し、その

申請内容が毎年の税則調整に反映される場合、企業の税金コスト削減効果は通常、大きいものと考えられる。したがって、民営企業は運営コストを

有効的に削減し、自社製品の中国市場進出における優位性を高めるために、中国のマクロ経済政策の調整に合わせる関税調整項目を発見した場

合、積極的に関連の税政調査に関与することを推奨する。関税調整対象項目は、輸出入税目、輸出入税率、輸出還付率、監督管理要件などが

含まれる。 

 

一方、税政調査申請は極めて専門性の高い領域である。関連する財務、税務、貿易、通関業務などの専門分野への見識と経験、並びにマクロ政策、

業界研究と輸出入税務に関わる情報収集、申請プロセスと申請文書の作成方法への理解と経験、複数の国務院レベル関連部署とのコミュニケーショ

ン能力などは、申請の成功にいずれも不可欠な要素である。 

 

税政調査制度と関連申請の詳細については、関連領域の専門家にお問い合わせください。 
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